
（平成２３年１０月５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認京都地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

京都国民年金 事案 2396 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成２年６月及び同年７月の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年 11 月から 61 年３月まで 

             ② 昭和 61 年４月から平成元年３月まで 

             ③ 平成元年 10 月から２年７月まで 

    会社を退職した昭和 59 年 11 月頃に、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の加入

手続を行い、申立期間の国民年金保険料は、国民健康保険料と併せ同区

役所で納付していたと思う。申立期間の納付記録が無いことには納得で

きないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間③のうち、平成２年６月及び同年７月について、国民年金保険

料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、３年２月に払い出

されていることが、同手帳記号番号払出簿検索システムにより確認できる

ことから、申立人は、この頃国民年金の加入手続を行ったものと推認され、

申立人に対し、４年７月 10 日に国庫金納付書が作成されていることがオン

ライン記録により確認でき、当該期間は過年度納付が可能であることから、

この納付書により当該期間の保険料を過年度納付したものとみても不自然

ではない。 

   一方、申立期間①、②及び③のうち、平成元年 10 月から２年５月までの

期間について、申立人は昭和 59 年 11 月頃にＢ区役所で国民年金の加入手

続を行い、申立期間の国民年金保険料は同区役所で納付していたと主張し

ている。 



                      

  

   しかしながら、申立期間①について、Ａ市が国民年金の加入状況、国民

年金保険料の納付状況等を記録している国民年金収滞納リストにおいて、

申立人は、昭和 61 年４月１日を資格取得日として加入していることが確認

でき、このことは、オンライン記録とも一致することから、申立期間は国

民年金に未加入の期間であり、申立期間の保険料を納付できなかったもの

と考えられる。 

   また、申立期間②について、申立人が国民年金に加入した上記の時点で

は、申立期間の大半は既に時効により国民年金保険料を納付できない期間

であり、申立期間の保険料を納付するには、特例納付及び過年度納付によ

ることとなるが、特例納付が実施されていた時期ではない。 

   さらに、申立期間③のうち、平成元年 10 月から２年５月までについて、

前述の国庫金納付書が作成された４年７月の時点では、当該期間の国民年

金保険料は既に時効により保険料を納付できない期間である。 

   加えて、申立人が申立期間①、②及び③のうち、平成元年 10 月から２年

５月までの国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない上、別の国民年金手帳記号番号による納付の可

能性を検証するため、申立人について、氏名を複数の読み方で検索したが、

該当者はおらず、別の同手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も存しない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成２年６月及び同年７月の国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



                      

  

京都国民年金 事案 2397 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年４月から 52 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年７月から 52 年３月まで 

    昭和 48 年７月頃、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の加入手続を行い、申立期

間の国民年金保険料は、納付書で郵便局の窓口で納付していた。申立期

間が未納となっていることには納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間直後の昭和 52 年４月以降現在まで国民年金加入期間

の国民年金保険料を前納するなどにより全て納付していることから、保険

料納付意識は高いものと考えられる。 

   また、申立期間のうち、昭和 50 年４月から 52 年３月までの期間につい

て、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、

同年６月に払い出されていることが、同手帳記号番号払出簿により確認で

き、この頃国民年金の加入手続を行ったものと推認され、加入時点におい

て、当該期間の保険料は過年度納付が可能である上、Ａ市では、国民年金

の加入時に、納付可能な過年度の未納期間が有る場合、納付書を発行し、

納付勧奨するのが通例であったことが確認できることから、申立人の納付

意識を踏まえると、この納付書により当該期間の保険料を過年度納付した

ものとみても不自然ではない。 

   一方、申立期間のうち、昭和 48 年７月から 50 年３月までの期間につい

て、申立人が国民年金に加入した上記の時点では、当該期間は既に時効に

より国民年金保険料を納付できず、当該期間の保険料を納付するには、特



                      

  

例納付によることとなるが、特例納付が実施されていた時期ではない。 

   また、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、別の国民年金手帳記号番

号による納付の可能性を検証するため、申立人について、氏名を複数の読

み方で検索したが、該当者はおらず、別の同手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情も存しない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 50 年４月から 52 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



                      

  

京都国民年金 事案 2398 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年 10 月から 58 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

                            

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年４月から 53 年 11 月まで 

             ② 昭和 57 年 10 月から 58 年３月まで 

    勤務先を退職後の昭和 52 年４月頃、Ａ県Ｂ市役所で国民年金の加入手

続を行い、申立期間①の国民年金保険料は納付書が郵送で届いたので、

その後転居したＣ県Ｄ区のＥ町の郵便局で納付した記憶があり、申立期

間②については前後の期間と同様に納付しているはずなので、調査して

ほしい。 

         

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②について、当時居住していたＦ県Ｇ市の国民年金被保険者名

簿において、昭和 57 年 10 月２日に納付書が交付され、申立期間の国民年

金保険料が同年 12月 28日及び 58年３月１日の２回に分け納付されている

ことが確認できる。 

   一方、申立期間①について、国民年金保険料納付の前提となる申立人の

国民年金手帳記号番号は、前後の被保険者の記録により、昭和 53 年 12 月

に払い出されたものと推認されることから、申立人は、この頃国民年金に

加入したものと考えられ、当時の国民年金被保険者台帳である特殊台帳に

おいて、同年 12 月９日に任意で被保険者資格を取得していることが確認で

き、このことは申立人が所持する年金手帳に記載されている「初めて被保

険者となった日」とも一致していることから、申立期間は国民年金に未加

入の期間であり、申立人は、申立期間の保険料を納付できなかったものと



                      

  

考えられる。 

   さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、別の国民年金手

帳記号番号による納付の可能性を検証するため、申立人について、婚姻前

の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の同手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 57年 10月から 58年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



                      

  

京都厚生年金 事案 2660 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の、申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち、

平成 17 年６月から同年８月までは 14 万 2,000 円、同年９月から 18 年３月

までは 13 万 4,000 円、同年４月は 22 万円、同年５月から 19 年８月までは

13 万 4,000 円、20 年９月及び同年 10 月は 12 万 6,000 円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17 年６月１日から 20 年 11 月１日まで 

    厚生年金保険の加入記録を確認したところ、株式会社Ａの勤務期間の

うち、実際に支給された給与額と標準報酬月額が相違する期間があるこ

とがわかったので、調査の上、訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の

範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

   申立期間のうち平成 17 年６月から 19 年８月まで、20 年９月及び同年 10

月の標準報酬月額については、申立人が提出した給与明細書及び株式会社

Ａが提出した賃金台帳により、オンライン記録の標準報酬月額に基づく厚



                      

  

生年金保険料より高い保険料が給与から控除されていることが確認できる。 

   したがって、申立人の標準報酬月額に係る記録については、申立人が所

持する給与明細書及び株式会社Ａが保管する賃金台帳に記載された厚生年

金保険料控除額及び給与総支給額から判断して、平成 17 年６月から同年８

月までは 14 万 2,000 円、同年９月から 18 年３月まで 13 万 4,000 円、同年

４月は 22 万円、同年５月から 19 年８月までは 13 万 4,000 円、20 年９月及

び同年 10 月は 12 万 6,000 円に訂正することが妥当である。 

   一方、平成 19 年９月から 20 年８月までの期間については、給与明細書

及び賃金台帳に記載された厚生年金保険料控除額から算出される標準報酬

月額がオンライン記録の標準報酬月額と同額であることから、特例法によ

る保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は厚生年金保険料の納付について、「社会保険については、滞納等が

あったため、明確な金額は出せないため不明。」と回答しているが、申立期

間において、オンライン記録の標準報酬月額と、給与明細書及び賃金台帳

に記載された厚生年金保険料控除額及び給与総支給額から算出される標準

報酬月額が長期間にわたり一致していないことから、事業主は厚生年金保

険料控除額及び給与総支給額に見合う標準報酬月額を社会保険事務所（当

時）に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は当該報酬月額に見合

う厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

京都厚生年金 事案 2661 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特

例法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録につ

いて、平成 15 年７月 15 日を 90 万円、16 年７月 15 日を 112 万 5,000 円、

同年 12 月 10 日を 134 万円、17 年７月 15 日を 97 万 4,000 円、同年 12 月

10 日を 137 万 5,000 円、18 年 7 月 15 日を 50 万円、同年 12 月 10 日を 50

万円、19 年 7 月 15 日を 45 万円、同年 12 月 10 日を 35 万円とすることが必

要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 15 日 

             ② 平成 16 年７月 15 日 

             ③ 平成 16 年 12 月 10 日 

             ④ 平成 17 年７月 15 日 

             ⑤ 平成 17 年 12 月 10 日 

             ⑥ 平成 18 年７月 15 日 

             ⑦ 平成 18 年 12 月 10 日 

             ⑧ 平成 19 年７月 15 日 

             ⑨ 平成 19 年 12 月 10 日 

    上記申立期間①から⑨までにおいて、株式会社Ａ勤務中に支給された

賞与から厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、ねんきん定



                      

  

期便にはその記録が反映していないので、保険給付に反映されるよう当

該標準賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している株式会社Ａの賞与明細書から、申立人は、申立期

間において、同社から賞与の支払いを受け、当該賞与に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   また、特例法に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲

内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定する

ことになる。 

   したがって、申立期間の標準賞与額については、申立人に係る賞与明細

書に記載された厚生年金保険料控除額から、平成 15年７月 15日を 90万円、

16 年７月 15 日を 112 万 5,000 円、同年 12 月 10 日を 134 万円、17 年７月

15 日を 97 万 4,000 円、同年 12 月 10 日を 137 万 5,000 円、18 年７月 15 日

を 50 万円、同年 12 月 10 日を 50 万円、19 年７月 15 日を 45 万円、同年 12

月 10 日を 35 万円とすることが必要である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は申立期間当時の手続誤りを認めて訂正の届出を行っていることか

ら、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基

づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係

る当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

京都国民年金 事案 2399 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61年１月から同年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年１月から同年 12 月まで 

    会社を退職後、昭和 61 年２月から３月頃に国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料は２、３か月分ずつか毎月、自身で納付する

か、祖母に頼んで納付してもらっていた。その後、平成元年２月に婚姻

し氏名変更のために役所に行ったところ、同年４月に昭和 62 年１月から

63 年３月までが未納であるとの通知があり、納付に行ったが、その際、

ほかに未納が無いか聞いたところ、未納は無いと言われ、その後も平成

14年に住所変更のため役所に行った際にも再度未納が無いことを確認し

ていたのに、申立期間が未納となっているので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 61 年２月から３月頃に国民年金の加入手続を行い、申立

期間の国民年金保険料を納付したと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、前後の被保険者記録により、昭和 63 年８月に払い出されたも

のと推認できることから、申立人は、この頃に国民年金の加入手続を行っ

たものと考えられ、このことはＡ市が国民年金の加入状況、保険料の納付

状況等を記録している国民年金収滞納リストに、申立人が昭和 63 年度から

登載されていることとも一致しており、申立内容とは符合しない。 

   また、上記の加入時点において、申立期間の一部は、既に時効により国

民年金保険料を納付できず、申立人からもこの時点で遡って納付したとの

主張は無く、申立人は、申立期間直後の昭和 62 年１月から 63 年３月まで



                      

  

の保険料を、平成元年４月 25 日に過年度納付していることが、所持する領

収証書及びオンライン記録により確認できることから、納付時点で時効と

ならず遡及可能であった当該期間の保険料を納付したものと考えられ、申

立期間は既に時効であったことから保険料を納付できなかったものと考え

られる。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、別の国民年金手帳

記号番号による納付の可能性を検証するため、申立人について、婚姻前の

氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の同手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

京都国民年金 事案 2400 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 14 年８月から 15 年５月までの期間及び 16 年７月から 17

年６月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 14 年８月から 15 年５月まで 

             ② 平成 16 年７月から 17 年６月まで 

    申立期間の国民年金保険料が半額免除未納とされているが、申立期間

①の保険料はＡ町（現在は、Ｂ市）役場で、申立期間②の保険料はＣ町

役場で、それぞれ役場の窓口で納付している。また、平成 16 年３月にＣ

町に転居する際、Ａ町役場で「未納の保険料を納付しなければ転出でき

ない。」と言われたことを記憶しており、申立期間①の保険料を納付して

いなければ転出できず、請求書もくるはずである。申立期間が未納とさ

れていることには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①の国民年金保険料は、平成 16 年３月に転出する際、

Ａ町役場で納付勧奨され、申立期間②の保険料はＣ町役場で、それぞれ役

場の窓口で納付したと主張している。 

   しかしながら、平成 14 年４月以降は、国民年金保険料の収納事務が市町

村から社会保険庁（当時）に移管されたため、申立期間①及び②の保険料

はいずれも役場の窓口では納付できず、申立内容とは符合しない。 

   また、申立期間①について、Ｂ市では、「当時、転出者に係る国民年金保

険料の納付状況の確認は行っておらず、保険料の収納事務が国に移管され

た平成 14 年４月以降は、納付勧奨も行っていない。」としており、この点

においても、申立人の主張とは符合しない。 



                      

  

   さらに、申立期間①及び②の国民年金保険料に係る現年度及び過年度の

納付書は、いずれも社会保険事務所（当時）において、月ごとにコンピュ

ータにより作成され、光学式文字読取機（OCR）により納付記録として入力

されることから、申立期間①及び②の保険料納付記録が全て漏れるとは考

え難い。 

   加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、別の基礎

年金番号による納付の可能性を検証するため、申立人について、婚姻前の

氏名を含め複数の読み方で検索したが、別の基礎年金番号が付番されてい

たことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

京都国民年金 事案 2401 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年５月から 59年３月までの国民年金保険料については、

付加保険料を含め納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年５月から 59 年３月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、付加保険料を含めて月ごとにＡ市Ｂ区

役所の窓口か郵便局で納付書により納付していた。申立期間が未納とな

っていることには納得できないので、調査してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料は、付加保険料を含めて月ごとに

Ａ市Ｂ区役所の窓口か郵便局で納付書により納付していたと主張している。 

   しかしながら、Ａ市が国民年金の加入状況、国民年金保険料の納付状況

等を記録している国民年金収滞納リストにおいて、申立期間直前の昭和 57

年４月から 58 年４月までの付加保険料を含む保険料が納付されているこ

とが確認できるものの、申立期間当時、行政側が一時的に申立人の所在を

把握できない準不在者とされていることが同リストにより確認でき、申立

期間の保険料が納付された形跡は見当たらないことから、現年度納付され

なかったものと考えられる。 

   また、申立期間当時の国民年金被保険者台帳である申立人の特殊台帳に

おいて、昭和 58 年度の欄に「納付書」及び「納付書返送」との記載が有る

ことから、59 年度に社会保険事務所（当時）から申立期間に係る過年度納

付書が送付されたが、未着となり返送されたものとみられ、申立人は、申

立期間の国民年金保険料を過年度納付することもできなかったものと考え

られる上、申立人からは遡って納付したとの主張も無い。 

   さらに、申立人が申立期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付し



                      

  

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、

別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、申立人に

ついて、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の同手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付し

ていたものと認めることはできない。 



                      

  

京都国民年金 事案 2402 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年４月から 50年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月から 50 年３月まで 

    私が 20 歳になった頃に、亡くなった父親が国民年金の加入手続を行い、

実家に来ていた集金人に申立期間の国民年金保険料を３か月ごとに納付

してくれていた。未納となっていることには納得できないので、調査し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった頃に、亡くなった父親が国民年金の加入手続を

行い、申立期間の国民年金保険料を定期的に集金人に納付してくれていた

と主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、昭和 51 年１月に払い出されていることが同手帳記号番号払出

簿により確認できることから、申立人の父親は、この頃国民年金の加入手

続を行ったものと推認でき、申立人が 20 歳になった 46 年＊月頃に国民年

金の加入手続を行ったとする申立内容とは符合しない。 

   また、上記の加入手続時点において、申立期間の一部は、既に時効によ

り国民年金保険料を納付できず、申立期間の保険料を納付するには過年度

納付及び特例納付によることとなるが、遡って納付したとの主張はない。 

   さらに、申立人の父親又は申立人が申立期間の国民年金保険料を納付し

たことを示す関連資料は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、別の国民年金手帳記号番号

による納付の可能性を検証するため、申立人について、氏名を複数の読み



                      

  

方で検索したが、該当者はおらず、別の同手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

京都国民年金 事案 2403 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54年６月から 57年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年６月から 57 年 12 月まで 

    私が 20 歳になった昭和 54 年＊月頃に母親から国民年金の加入を勧め

られ、母親又は父親が自宅かＡ市Ｂ区役所で加入手続を行い、申立期間

の国民年金保険料は、母親が自宅で集金人に納付してくれていた。申立

期間が未納となっていることには納得できないので、調査してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になった昭和 54 年＊月頃に、申立人の母親又は父親が

国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付してくれて

いたと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、昭和 60 年６月に払い出されていることが同手帳記号番号払出

簿で確認できることから、この頃国民年金の加入手続を行ったものと推認

され、申立内容とは符合しない。 

   また、上記の加入手続時点では、申立期間は既に時効により国民年金保

険料を納付できず、申立期間の保険料を納付するには、特例納付によるこ

ととなるが、特例納付が実施されていた時期ではない。 

   なお、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付した根拠として、所

持する年金手帳に「初めて被保険者となった日 昭和 54 年＊月＊日」と記

載されていることを挙げているが、初めて被保険者となった日は、制度上、

国民年金被保険者資格取得日となることを示すものであり、加入手続日や

その日以降の保険料を納付したことを示すものではない。 



                      

  

   さらに、申立人の母親又は申立人が申立期間の国民年金保険料を納付し

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、

別の国民年金手帳記号番号による納付の可能性を検証するため、申立人に

ついて、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、

別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も

存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 2662 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年８月 31 日から 37 年１月１日まで 

             ② 昭和 40 年７月から 44 年８月まで 

             ③ 平成３年６月１日から同年７月１日まで 

             ④ 平成４年 10 月 21 日から５年５月１日まで 

    私は、昭和 36 年７月 26 日から同年 12 月末日までＡ株式会社に、40

年７月から 44 年８月のお盆までＢ株式会社に、平成３年６月１日から同

年９月２日まで株式会社Ｃに、４年８月１日から５年４月 30 日までＤ株

式会社に勤務したのに、年金事務所に厚生年金保険被保険者記録を照会

したところ、申立期間①、②、③及び④の記録が無いとの回答であった

が、いずれの期間においても厚生年金保険料を控除されていたので、被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ａ株式会社が保管する健康保険厚生年金保険被保

険者資格喪失確認通知書により、申立人は昭和 36 年８月 31 日に被保険者

資格を喪失していることが確認でき、同社の事業主は、「申立人に係る健康

保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書のとおり、昭和 36 年８月

30 日付けで退職しており、それ以降の記録は一切無い。」旨の供述をして

いることから、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の

控除について確認することができない。 

   また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間当時勤務していたことが確認できる複数の同僚に照会したが、い

 



                      

  

ずれも申立人を記憶しておらず、申立内容を確認できる供述を得ることが

できない。 

   さらに、上記被保険者名簿において、申立期間に申立人の氏名は記録さ

れておらず、健康保険の整理番号が連続しており、欠番は無いことから、

申立人に係る厚生年金保険の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   申立期間②について、Ｂ株式会社は、閉鎖登記簿によると、昭和 49 年

10 月１日に解散しており、当時の事業主及び役員も既に亡くなっており、

申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確

認することができない。 

   また、申立期間当時勤務していた複数の同僚に照会したが、いずれも申

立人を記憶しておらず、申立内容を確認できる供述を得ることができない。 

   さらに、Ｂ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立期間に申立人の氏名は記載されておらず、健康保険の整理番号は連続

しており、欠番は無いことから、申立人に係る厚生年金保険の加入記録が

欠落したとは考え難い。 

   一方、申立人は、当時、Ｂ株式会社はＥ株式会社の下請けであったと主

張していることから、申立人が資格を取得したとしている昭和 40 年７月を

含む前後２か月間について、同社Ｆ支店に係る健康保険厚生年金保険被保

険者原票を確認したところ、申立人の氏名は記録されていない。 

   また、申立人のオンライン記録によると、申立期間のうち昭和 43 年４月

から 44 年１月までは国民年金保険料を全額申請免除し、同年２月から９月

までは国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

   申立期間③について、雇用保険の加入記録から、申立人が少なくとも平

成３年６月 15 日からは株式会社Ｃに勤務していたことは推認できる。 

   しかし、株式会社Ｃの元事業主に照会したところ、回答を得ることがで

きないため、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認することができない。 

   また、株式会社Ｃに係るオンライン記録において、申立期間当時勤務し

ていたことが確認できる同僚に照会したが、申立人を記憶しておらず、申

立内容を確認できる供述を得ることができない。 

   さらに、申立人に係る国民年金被保険者名簿によると、平成３年７月１

日に厚生年金保険に加入したことにより、国民年金被保険者資格を喪失し

た旨の記録があることから、同日までは、国民年金の被保険者であったこ

とが確認できる。 

   申立期間④について、Ｄ株式会社の元事業主に照会したところ、「当時、

申立人を採用した記憶があるが、関連資料等は一切無く、何も分からない。」



                      

  

と回答し、申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び供述を得ることができない。 

   また、Ｄ株式会社に係るオンライン記録において、申立期間当時勤務し

ていたことが確認できる同僚に照会したところ、回答があった１名は、「申

立人を記憶しているものの、退職の時期は分からない。」と回答しているこ

とから、申立人の正確な退職時期までは確認できない。 

   さらに、申立人に係るオンライン記録及び国民年金被保険者名簿による

と、申立期間の平成４年 10 月から５年４月まで国民年金保険料を全額申請

免除していることが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間①、②、③及び④における厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①、②、③及び④に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 2663 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年３月から平成９年７月まで 

    Ａ株式会社に勤務していた昭和 49 年３月から平成９年 7 月までの期間の

標準報酬月額の記録は７万 6,000円から 18万円になっているが、実際はそ

れぞれ 15 万円から 30 万円以上を手取額として受け取っていた。その上、

記録では昭和 56年から平成９年までの 16年間ずっと同額の 18万円となっ

ているが、毎年昇級しており不正確であると思われるので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は申立期間における標準報酬月額の相違について主張しているが、Ａ

株式会社は、「申立人は当社の給与のほか、当社が発注している下請業者（Ｂ

社）の工事を手伝うことによる工賃も受け取っており、当該工賃は厚生年金

保険料控除の対象ではなかった。」と回答している。 

   また、申立期間のうち、平成９年１月から同年７月までの期間については、

Ａ株式会社が保管している「平成９年分所得税源泉徴収簿兼賃金台帳」によ

り、申立人の給与から控除された厚生年金保険料はオンライン記録の標準報

酬月額から算出される保険料額と一致していることが確認できる。 

   さらに、申立期間のうち昭和 49年３月から平成８年 12月までの期間につい

てはＡ株式会社及び同社の会計事務を担当していたＣ会計事務所に関連資料

が保管されていないため、申立人に係る給与支給額及び厚生年金保険料控除

額を確認することができない。 

   加えて、申立人は昭和 56 年８月から平成９年７月まで長期間継続して標準

報酬月額が同額の 18万円となっており不正確であると主張しているが、オン



                      

  

ライン記録によると、当該期間に勤務していた申立人と同職種の同僚８人に

ついてみると、申立人と同じ標準報酬月額の者が申立人を含め３人、15 万円

の者が３人いる上、長期にわたって標準報酬月額の変更がないことが確認で

きることから、申立人のみ低額のまま固定されていたことはうかがえない。 

   このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 2664 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

             

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年５月１日から同年 10 月１日まで 

    ねんきん定期便によると、平成３年５月から標準報酬月額が 50 万円か

ら 15 万円に引き下げられている。同年 10 月から 16 万円に引き下げたこ

とは覚えているが、それより前に引き下げた届出をした覚えはないので、

調べてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人の申立期間における標準報酬月額が、

平成３年５月１日に 50 万円から 15 万円に引き下げられているが、同記録

が社会保険事務所（当時）によって遡及訂正されている記録はなく、同年

５月時点において、有限会社Ａで厚生年金保険の被保険者であった者全員

の標準報酬月額が、同年５月又は同年６月に引き下げられていることが確

認できる。 

   また、申立人が申立期間当時の有限会社Ａの賃金台帳であると主張して

いる資料によると、申立人に係る申立期間当時の給与支給額は 50 万円と記

載されているものの、保険料控除額は記載されておらず、申立期間におけ

る申立人の厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   さらに、複数の元従業員に照会したが、申立期間における申立人の厚生

年金保険料の控除について確認できる供述を得ることができない。 

   加えて、他の従業員についてみると、上記資料に記載されている給与支

給額とオンライン記録上の標準報酬月額は必ずしも一致していないことが

 



                      

  

確認できる。 

   また、上記の従業員のうち一人は、「同社が経営不振に陥り、平成３年５

月から、自分の標準報酬月額が引き下げられたことを記憶している。」と供

述している。 

   このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


